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３ 通信・放送インフラの防災・減災推進

（１）災害時における通信事業者・放送事業者との連携

災害時に迅速かつ効率的に通信・放送設備を復旧し通信・放送サービスが確保できるよう、「災害時
における通信サービスの確保に関する四国地方連絡会」等を通じ通信・放送事業者と連携し、自治体、
自衛隊・海上保安部等と訓練を行うとともに、四国総合通信局のリエゾン職員の訓練への派遣、省庁地
方支分部局との連携強化等による体制の強化を図ります。

（２）災害時に使用する移動通信機器等の自治体等への貸出し

（３）自治体への臨時災害放送局機器の貸出し及び円滑な開設の

ための取組

（１）災害時に備えた通信・放送事業者、関係機関との連携

第1部 四国総合通信局の重点施策
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3 防災・減災の推進
(1) 通信・放送事業
者等との連携

 大規模災害発生時に迅速かつ効率的に通信施設を復旧して通信サービスが確保できるようにするため、四国総合
通信局、電気通信事業者及び四国４県による「災害時における通信サービスの確保に関する四国地方連絡会」
を設置し、相互連携を推進。

 上記連絡会において災害時に政府/県の対策本部に参集する「通信確保調整チーム」の具体的な運営方法や自
衛隊との連携方法について申し合わせを締結。

「災害時における通信サービスの確保に関する四国地方連絡会」による
関係機関との連携強化
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3 防災・減災の推進
(1) 通信・放送事業
者等との連携

四国地方非常通信協議会

主な活動

■ 非常通信実施体制の確保

■ 防災相互通信用周波数を使用した感度試験

■ 防災・非常通信に関する周知・啓発

■ 全国非常通信訓練の取組

非常災害時における通信・放送を確保するため、無
線局の管理体制や無線設備等を構成員が点検を行う
もの。

防災関係機関間において、相互に通信できる周波数
（防災相互通信用周波数：158.35MHz）を装備している
四国管内の無線局を対象として、通信可能エリアを把
握することにより、災害時における円滑な通信の確保
を図ることを目的として実施している。

防災や非常通信に関する認識の向上や啓発のため

の講演等（防災通信セミナー）について構成員に参加を

呼びかける。

災害想定の下で実践的な訓練を行うことにより、平常
時使用している通信手段が使用できない状況下におけ
る大規模災害等を踏まえた非常通信ルートの検証を行
うと同時に、関係機関との連携を図り、訓練参加者の
非常通信に関する認識の向上を図ることを目的に実施。

 「四国地方非常通信協議会」は、四国地方における非常通信の円滑な運用を図ることを目的として、国、
県、電気通信事業者など、非常通信の運用に密接な関係を有する39機関で構成されている。

 毎年、非常通信訓練、非常通信に関する周知・啓発などを実施するなど、非常災害時における通信体
制の確保を図っている。
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3 防災・減災の推進
(1) 通信・放送事業
者等との連携

リエゾン派遣による通信設備の早期復旧に向けた取組

■災害対応窓口
総務省 四国総合通信局 防災対策室

電話 ０８９－９３６－５０８１

•停電情報

•停電の復旧見込み
•燃料供給情報

•燃料の優先割当

•道路の被災情報

•復旧見込み

•代替ルート確保

•伝送路の被害情報

•復旧見込み

•代替手段の確保

県
災
害
対
策
本
部
と
の

連
絡
・
調
整

伝送路 道路

電力燃料

住民・自治体の要望

事業者のヒト・モノ（物資）供給体制の確保

連絡調整

《 四国４県の防災担当部署 》
■徳島県

危機管理環境部とくしまゼロ作戦課
電話 088-621-2281

■香川県
危機管理総局危機管理課

電話 087-832-3183
■愛媛県

県民環境部防災局防災危機管理課
電話 089-912-2335

■高知県
危機管理部危機管理・防災課

電話 088-823-9320

愛媛県災害対策本部

四国緊急災害現地対策本部
（南海トラフ地震発生の場合）

徳島県災害対策本部

高知県災害対策本部

リエゾン派遣
・通信・放送の応急復旧支援
・電源車・通信機器等の手配
・その他各種連絡調整

総務省（本省、総合通信局等）、
通信・放送事業者等

連携

香川県災害対策本部

四国総合通信局

重要業務から場所移動

リエゾン派遣強化は重点
施策
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3 防災・減災の推進
(1) 通信・放送事業
者等との連携

放送ネットワーク整備支援事業

【施策の概要】

（１）施策の概要
被災情報や避難情報など国民の生命・財産の確保に不可欠な情報を確実に提供するため、ラジオ等の新規整備に係る予備送信所

設備等、災害対策補完送信所等及び緊急地震速報設備等の整備を行う地方公共団体、民間放送事業者等に対し、費用の一部を補助
することで、地域の情報通信環境の強靭化を実現する。

（２）施策の具体的内容
放送施設の災害策強化、災害情報の迅速・正確な伝達
のため、次の費用の一部を補助

・放送局の予備送信所設備等
・災害対策補完送信所等、
・緊急地震速報設備等の整備費用

※平成３０年度予算までは予備設備等も補助対象

（３）補助率
地方公共団体 補助率１／２
第３セクター、地上基幹放送事業者等 補助率１／３

 被災情報や避難情報など、国民の生命・財産の確保に不可欠な情報を確実に提供するため、災害発生
時に地域において重要な情報伝達手段となる放送ネットワークの強靱化を実現。
【四国管内の活用実績】

・平成25年度補正予算：南海放送㈱、㈱テレビ愛媛、㈱あいテレビ、㈱愛媛朝日テレビ
・平成26年度補正予算：南海放送㈱
・平成27年度補正予算： ㈱あいテレビ、㈱愛媛朝日テレビ
・平成28年度当初予算：南海放送㈱
・平成28年度補正予算：南海放送㈱、 今治コミュニティ放送㈱
・平成29年度当初予算： ㈱テレビ愛媛、㈱瀬戸内海放送
・平成30年度当初予算： ㈱エフエム愛媛、連携主体（㈱あいテレビ、㈱愛媛朝日テレビ）、㈱ あいテレビ
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3 防災・減災の推進
(1) 通信・放送事業
者等との連携

地上基幹放送等に関する耐災害性強化支援事業

【施策の概要】

（１）施策の概要
大規模な自然災害時において、放送局等が被災し、放送の継続が不可能となった場合、被災情報や避難情報等重要な情報の提供に

支障を及ぼすとともに、周波数の利用効率の低下をもたらすおそれがある。これを回避するためには、大規模な自然災害時においても、
適切な周波数割当により置局された現用の放送局からの放送を継続させ、周波数の有効利用を図る。

（２）施策の具体的内容
地上基幹放送等の放送局等の耐災害性強化のため、

次の費用の一部を補助
・停電対策
・予備設備の整備

（３）補助率
地方公共団体 補助率１／２
地上基幹放送事業者等 補助率１／３
受信障害対策中継局 １／２
条件不利地域かつ財政力指数0.5以下の市町村 ２／３

 大規模災害時における中継局等からの放送継続のため、テレビやラジオの中継局等の耐災害性を強化。
【四国管内の活用実績】

・令和２年度予算：連携主体（㈱愛媛朝日テレビ、(株)あいテレビ）
・令和３年度予算：四国放送㈱、連携主体（四国放送㈱ ､㈱エフエム徳島）
・令和４年度予算：四国放送㈱、南海放送㈱
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3 防災・減災の推進
(1) 通信・放送事業
者等との連携

地域ケーブルテレビネットワーク整備事業

１ 施策の概要
放送・通信網の切断による情報遮断の回避といった防災上の観点から、地域ケーブルテレビネットワークについて、

有線網切断が想定される箇所等の２ルート化（複線化）、条件不利地域における２ルート化に併せて老朽化した既存
幹線を更新、監視制御機能の強化等に係る設備の整備を行う地方公共団体等に対し、整備費用の一部を補助。

２ スキーム（補助金）
事業主体：市町村（複数の地方公共団体の

連携主体を含む。）、第三セクター、またこれら
の者から施設の譲渡を受ける等により、ケーブ
ルテレビの業務提供に係る役割を継続して果た
す者（承継事業者）を含む

対象設備：伝送路設備、送受信装置、無線
アクセス装置、監視制御・測定装置 等

補 助 率 ：市町村の単独若しくは連携の
場合：１／２、第三セクターの場合：１／３

 被災情報や避難情報など、国民の生命・財産の確保に不可欠な情報を確実に提供するため、災害発生
時に地域において重要な情報伝達手段となる放送ネットワークの強靱化を実現。
【四国管内の活用実績】

・平成25年度補正予算：㈱ハートネットワーク（愛媛県）、四万十市（高知県）
・平成27年度当初予算：㈱ハートネットワーク（愛媛県）
・平成29年度当初予算：㈱愛媛CATV（愛媛県）
・令和3年度当初予算：梼原町（高知県）
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3 防災・減災の推進
(1) 通信・放送事業
者等との連携

ケーブルテレビネットワーク光化促進事業

１ 施策の概要
以下の条件をいずれも満たす地域におけるケーブルテレビ網の光化等の整備費用の一部を補助。

①ケーブルテレビが、地域防災計画に位置付けられている市町村

②条件不利地域（離島、豪雪地帯、辺地、山村、半島、特定農山村、過疎地域）

③財政力指数が0.5以下の市町村その他特に必要と認める地域

２ スキーム（補助金）
事業主体：市町村（複数の地方公共団体の連携主体を含む。）、第三セクター（これらの者から施設の譲渡を受

ける等により、ケーブルテレビの業務提供に係る役割を継続して果たす者（承継事業者）を含む。）
対象設備：光ファイバケーブル、 送受信設備、 アンテナ 等
補 助 率 ：市町村の単独若しくは連携の場合：１／２、第三セクターの場合：１／３

光ノード

タップオフ
ヘッドエンド

アンテナ

光ケーブル化

光ケーブル
同軸ケーブル

 「新たな日常」の定着・加速に向けて、新型コロナウィルス対策と災害対策を同時に進めることが必要。
 災害時には、新型コロナウィルスへの感染拡大の防止のため、在宅避難・分散避難がこれまで以上に求められる。

在宅でも、放送により信頼できる災害情報を確実に得られるよう、地域の情報通信基盤であるケーブルテレビネッ
トワークの光化による耐災害性強化が必要。

 災害時において、放送により確実かつ安定的な情報伝達が確保されるよう、条件不利地域等に該当する地域に
おけるケーブルテレビネットワークの光化に要する費用の一部を補助。

【四国管内の活用実績】
・平成29年度当初予算、平成29年度補正予算 ：徳島県那賀町
・平成30年度補正予算（ケーブルテレビ事業者の光ケーブル化に関する緊急対策事業）：徳島県那賀町
・令和 元年度補正予算（ケーブルテレビ事業者の光ケーブル化による耐災害性強化事業）：徳島県那賀町
・令和3年度補正予算（「『新たな日常』の定着に向けたケーブルテレビ光化による耐災害性強化事業）：徳島県那賀町
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3 防災・減災の推進
(1) 通信・放送事業
者等との連携

民放ラジオ難聴解消支援事業

１ 施策の概要

（１） 放送は、国民生活に密着した情報提供手段として、特にラジオは災害時の「ファースト･インフォーマー」（第一
情報提供者）として、今後もその社会的責務を果たしていくことが必要。

（２） ラジオについては、地形的・地理的要因、外国波混信のほか、電子機器の普及や建物の堅牢化等により難聴
が増加しており、その解消が課題。

（３） 平時や災害時において、国民に対する放送による迅速かつ適切な情報提供手段を確保するため、難聴解消
のための中継局整備を行うラジオ放送事業者等に対し、その整備費用の一部を補助。

２ スキーム （補助金）

（１） 事業主体

民間ラジオ放送事業者、地方公共団体等

（２） 補助対象

難聴対策としての中継局整備

（３） 補助率

・地理的・地形的難聴、外国波混信 ２／３

・都市型難聴 １／２

 国民生活に密着した情報や災害時における生命・財産の確保に必要な情報の提供を確保するため、
ラジオの難聴解消のための中継局整備を支援。
【四国の支援実績】

・平成26年度当初予算：南海放送㈱
・平成29年度当初予算：四国放送㈱、南海放送㈱、今治コミュニティ放送㈱
・平成30年度当初予算：四国放送㈱、西日本放送㈱、南海放送㈱、㈱高知放送



102
3 防災・減災の推進
(1) 通信・放送事業
者等との連携

支援実績（放送関係）

支援事業名 施策の概要 実施主体〔実施エリア〕 現在の状況

民放ラジオ
難聴解消事業

国民生活に密着した情報や災害時における生命・財産
の確保に必要な情報の提供を確保するためAMラジオ
の難視聴解消のため、FM方式によるAMラジオの補完
中継局の整備費用の一部を補助する。

①②④南海放送㈱〔愛媛県〕
②④四国放送㈱〔徳島県〕
③今治コミュニティＦＭ㈱〔愛媛県〕
④西日本放送㈱〔香川県〕
④㈱高知放送〔高知県〕

①整備完了（平成26年度）
②整備完了（平成29年度）
③整備完了（平成29年度）
④整備完了（平成30年度）

放送ネットワーク整備
支援事業

避難情報等を確実に住民等へ提供するため、ラジオ等
の新規整備に係る予備送信所設備等、災害対策補完
送信所等及び緊急地震速報設備等の整備費用の一部
を補助する。

※平成３０年度以前は、予備送信、予備電源、予備中
継回線等も補助対象。

①②④⑤南海放送㈱〔愛媛県〕
①⑥㈱テレビ愛媛〔愛媛県〕
①③⑦㈱あいテレビ〔愛媛県〕
①③㈱愛媛朝日テレビ〔愛媛県〕
⑤今治コミュニティＦＭ㈱〔愛媛県〕
⑥㈱瀬戸内海放送〔香川県〕
⑦㈱エフエム愛媛〔愛媛県〕
⑦連携主体（㈱あいテレビ、㈱愛媛朝日テレビ） 〔愛媛県〕

①整備完了（平成25年度補正）
②整備完了（平成26年度補正）
③整備完了（平成27年度補正）
④整備完了（平成28年度）
⑤整備完了（平成28年度補正）
⑥整備完了（平成29年度）
⑦整備完了（平成30年度）

地上基幹放送等に関
する耐災害性強化支
援事業

大規模災害時における中継局等からの放送継続のた
め、テレビやラジオの中継局等の耐災害性強化のため
の費用の一部を補助する。

①㈱愛媛朝日テレビ［愛媛県］
①㈱エフエム香川〔香川県〕
②⑦南海放送㈱［愛媛県］
②㈱エフエム愛媛［愛媛県］
③㈱エフエムびざん〔徳島県〕
④連携主体（㈱愛媛朝日テレビ、㈱あいテレビ） ［愛媛県］
⑤連携主体(四国放送㈱、㈱エフエム徳島) 〔徳島県〕
⑥⑦四国放送㈱〔徳島県〕

①整備完了（令和元年度）
②整備完了（令和元年度）
③整備完了（令和元年度）
④整備完了（令和２年度）
⑤整備完了（令和３年度）
⑥整備完了（令和３年度）
⑦整備中（令和４年度）

地域ケーブルネット
ワーク整備事業

地方公共団体等の所有するケーブルテレビネットワー
クについて、防災目的で伝送路設備の多重化を行い、
災害時等に放送・通信が切断されないような情報伝達
システム形成に必要な整備費用の一部を補助する。

①②㈱ハートネットワーク〔愛媛県〕
①四万十市〔高知県〕
③㈱愛媛CATV〔愛媛県〕
④梼原町〔高知県〕

①整備完了（平成25年度補正）
②整備完了（平成27年度当初）
③整備完了（平成29年度当初）
④整備完了（令和3年度当初）

ケーブルテレビネット
ワーク光化促進事業

地方公共団体等の所有するケーブルテレビネットワー
クについて、災害時等の確実かつ安定的な情報伝達
及び４K・８Kの送受信環境を確保するため、ケーブルテ
レビ網の光化等の整備費用の一部を補助する。

①②那賀町〔徳島県〕 ①整備完了（平成29年度当初）
②整備完了（平成29年度補正）

ケーブルテレビ事業
者の光ケーブル化に
関する緊急対策事業

ケーブルテレビネットワークの耐災害性強化（ケーブルテ
レビネットワーク光化）のための緊急対策を実施する。

那賀町〔徳島県〕 整備完了（平成30年度補正）

ケーブルテレビネット
ワーク光化による耐
災害性強化事業

ケーブルテレビネットワークの耐災害性強化（ケーブルテ
レビネットワーク光化）のための緊急対策を実施する。

那賀町〔徳島県〕
那賀町（徳島県）

整備完了（令和元年度補正）
整備完了（令和３年度補正）
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３ 通信・放送インフラの防災・減災推進

（１）災害時における通信事業者・放送事業者との連携

（２）災害時に使用する移動通信機器等の貸出し

災害時の通信手段を確保するため、希望する自治体等に対し必要な移動通信機器・移動電源車の
貸出を行います。

（３）自治体への臨時災害放送局機器の貸出し及び円滑な開設のための
取組

第1部 四国総合通信局の重点施策

（２）災害時に使用する移動通信機器等の自治体への貸出し
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3 防災・減災の推進
(2) 移動通信機器等
の貸出し

災害対策用移動通信機器の貸出し（無償）

■移動通信機器に関する連絡・問合せ
四国総合通信局 無線通信課
電話 ０８９－９３６－５０６６

※貸出先は、地方公共団体及び災害復旧関係者等
※貸出期間は、原則半年以内。
※機器搬送料及び通話(発信)に係る費用を含め無償貸出。

(返却費用が発生することがある)
※防災訓練への参加も可能。

衛
星
携
帯
電
話

M
C
A
無
線

簡
易
無
線

蓄
電
池

【四国総合通信局管内の備蓄数】（令和５年４月現在）

※ （ ）内は、全国の総備蓄数
※ 四国管内の備蓄数だけで足りない場合は、全国の備蓄機器を融通。
※ 無線従事者の資格は不要。（公共ブロードバンド移動通信システムは必要）

３台（７３台）

１０台
（２８０台）

７０台
（１０６５台）

５台（７７台）

インマルサット
アイサットフォン

イリジウム

※ 人工衛星と通信するため南方の空が開けている屋外又は窓際で利用可能

※ ＭＣＡのサービス
エリア内で利用可能

※ 見通しで３～５Km
程度の通信が可能

パワーイレ・スリー
１台（１２台）

※ 消費電力３９０Ｗを
５時間３０分供給可能
/重量約５２ｋｇ

０台（１００台）

ワイドスターⅡ ワイドスターⅡ専用
Wi-Fiルータ

０台（５０台）

 災害発生時に通信手段を確保することにより、災害対策活動の迅速かつ円滑な遂行に資するため、総務省では移動通
信機器を全国11箇所に備蓄し、自治体（災害対策本部）等 に無償で貸出を行っている。
（電話等での貸出要請可。申込みが多数あった場合は調整する場合がある。）

スラーヤ

２台（５０台）

公
共
Ｂ
Ｂ

１台（１１台）

※ 数Km程度の
映像伝送が可能

（写真なし）
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3 防災・減災の推進
(2) 移動通信機器等
の貸出し

災害対策用移動電源車の貸出し

※ 四国総合通信局において貸与する移動電源車が不
足する場合や、中型移動電源車が必要な場合は、他
の総合通信局等と連携して対応。

※ 自治体へは無償貸与、民間事業者へは有償貸与と
なる。

※ 運用時や返却時の燃料費等の費用が必要。
※ 防災訓練への参画も可能。

＜活用例＞
・市町村防災行政無線、放送事業者のミニサテライト局、小容量の携帯電話
基地局への電源供給

中型移動電源車
（２ｔトラックタイプ）

東海、中国、九州に配備

出力：１００ｋＶＡ ■ 端子：１００Ｖ・２００Ｖ、単相・三相

（最大負荷時満タンで約６時間稼働）
※電源ケーブル等の規格については、 お問い合わせください。

■移動電源車に関する問い合わせ、貸出の申込窓口
総務省 四国総合通信局 総務課

電話 ０８９－９３６－５０１０

【発電機操作盤】

出力：５．５ｋＶＡ ■ 端子：１００Ｖ

（最大負荷時満タンで約２５時間稼働）

小型移動電源車
（４ＷＤオフロードタイプ）

北海道、東北、信越、北陸、
東海、近畿、四国に配備

 災害で停電が発生した場合、通信設備等を運用するための電力供給を目的として、自治体や通信・放送
事業者に移動電源車の貸出を行う。（所要の手続きが必要。）
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３ 通信・放送インフラの防災・減災推進

（１）災害時における通信事業者・放送事業者との連携

（２）災害時に使用する移動通信機器等の貸出し

（３）災害時における臨時災害放送局の放送機器の貸出し及び開設支援

災害時に、自治体が被害情報や避難情報等を地域住民に提供すべく臨時災害放送局を開設する
ために必要な機材の貸出しを行います。また、その円滑な開設のため、平時から、自治体の送信点調
査に協力する等必要な準備を進めます。

第1部 四国総合通信局の重点施策

（３）自治体への臨時災害放送局機器の貸出し及び円滑な開設のための取組
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3 防災・減災の推進
(3) 臨時災害放送局
放送機器の貸出し

臨時災害放送局

臨時災害放送局の概要

◆免許主体 被災地の地方公共団体等（災害対策放送を行うのに適した団体）

◆周波数 ＦＭ放送の周波数（76.1MHz～94.9MHzのうち割当可能な周波数）

◆空中線電力 必要な範囲（参考：コミュニテイ放送局は20Wまで）

◆放送対象地域 災害対策に必要な地域の範囲内

◆免許の期間 被災者の日常生活が安定するまでに必要と認められる期間

◆免許の方法 電話等により口頭で申請し、免許を受けることが可能（臨機の措置）
後日、正式に申請書類を提出することが必要。

◆放送番組 被災地における被災者への支援及び救援活動等の円滑な実施を確保するために必要な範囲内のもの

・これまで災害時に開設された例では、①地方公共団体が放送設備を確保して開設したケース、
②既存のコミュニティ放送局を休止し、その設備を使用して地方公共団体が臨時災害放送局を開設したケースなどがあります。

 臨時災害放送局とは、暴風、豪雨、洪水、地震、大規模な火事その他による災害が発生した場合に、
その被害の軽減に役立つよう、被災地の地方公共団体等が開設する臨時かつ一時の目的のためのFM
ラジオ放送局。
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3 防災・減災の推進
(3) 臨時災害放送局
放送機器の貸出し

災害時に使用する臨時災害放送局（ＦＭラジオ放送）用機器の貸出し

■臨時災害放送局に関する連絡・問合せ先
総務省 四国総合通信局 放送課

電話 ０８９－９３６－５０３７

貸与・開局手順の概要

災害時において、被害情報や避難情報等を地域住民に
確実に提供するため、自治体に臨時災害放送局用の機器を
無償で貸出を行っている。

貸与要請※1
（借受申請書提出）

免許申請※1

審査・承認※1
（貸付承認通知書交付）

機器の搬入・搬出

立会説明・引渡し
（借受書の受取）

返却の申出
機器の搬入・搬出

返却の立会確認

審査・予備免許

無線従事者の選任
工事落成届・落成検査

免許・免許状交付※1

運用開始
（放送局の運用開始届）

運用終了・廃止届

※1 災害発生時等の緊急やむを得ない場合は、貸与要請～承認及び免
許申請～免許の手続を電話等で行い(臨機の措置)、後日、文書による
手続を行っていただきます。

※2 貸与期間は原則１年以内

・送信部（ﾀﾞｲﾎﾟｰﾙｱﾝﾃﾅ含む）
・音声部（CDﾌﾞﾚｰﾔｰ、ﾏｲｸ含む）
・ポータブルラジオ等

機器の貸与手順 無線局の免許手順

＜臨時災害放送局＞
地方公共団体等が臨時かつ一時の目的（暴風、豪雨、洪水、地震、大規模な火事、

その他による災害が発生した場合に、その被害を軽減するために役立つこと）のため
に開設するＦＭラジオ放送局。

◇四国総合通信局配備の機器（送信機・アンテナ等
２組）で不足する場合は、 他の総合通信局等と
連携して対応。

◇災害時だけでなく、平時、防災訓練等における活用
（貸出）も可能。

◇無線設備の操作には、第2級陸上無線技術士以上
の無線従事者資格が必要。
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3 防災・減災の推進
(3) 臨時災害放送局
放送機器の貸出し

これまで、阪神・淡路大震災、新潟中越地震、東日本大震災など、
多くの災害時に適用されている。

○東日本大震災では、

・携帯電話用臨時基地局、消防用無線局、防災行政用無線局など
約470件の無線局の免許等を行い、情報伝達手段の迅速な確保に
寄与。また、被災地に29局の臨時災害放送局を免許。

○四国管内でも、

・平成26年の台風等災害において、携帯電話基地局や放送局用中
継局が被害を受け通信不能となったため、携帯電話基地局３局と
放送用中継局１局を免許。情報通信手段の迅速な確保に寄与。

・平成30年7月豪雨においては、開設準備中だったＦＭ補完中継局
を臨機の措置により免許。

・令和元年の東日本災害において、復旧作業への協力のために、
四国管内の無線局の移動範囲を臨機の措置により拡大許可。

臨機の措置による対応例

災害発生時に重要通信の疎通を確保するため緊急やむを得ない場合、通常、書面又は電子申請で行って
いる無線局の免許、周波数・無線設備・設置場所・移動範囲等の変更に関する申請手続きを、口頭または
電話等の迅速な方法で行う。

非常災害時における無線局免許等の臨機の措置

手続きの一例： 臨時災害放送局の開設

■臨機の措置に関する連絡・問合せ先
総務省 四国総合通信局

■自治体(防災行政、水道等)関係無線局、
電気通信事業者関係無線局及びその他の無線局

無線通信部 無線通信課 電話 ０８９－９３６－５０６６
■航空機・船舶関係無線局

無線通信部 無線通信課 電話 ０８９－９３６－５０２１
■放送関係無線局

情報通信部 放送課 電話 ０８９－９３６－５０３７

無線局の免許・変更について口頭等による手続きを行うことができます。
【手続】
（１） 災害発生時等緊急やむを得ない場合、申請者がまず口頭又は電

話等の方法で総合通信局に無線局の免許または変更の申請を行う。
（２） 申請の結果(免許または変更許可等)は、総合通信局から電話等

で伝える。
（３） 後日改めて書面による申請手続きが必要。

許認可手続きの特例措置
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3 防災・減災の推進
(3) 臨時災害放送局
放送機器の貸出し

臨時災害放送局開設のための送信場所等の調査

 四国総合通信局に配備されている臨時災害放送局用の機材を平時においても活用するため、希
望する自治体を中心に送信場所の調査を実施し、発災時に円滑に開設できるよう、放送エリアの
確認を行う。

 調査に併せて、実際に活用方策の検討に資するため、機器の設営方法、無線従事者の確保、運
用する際の課題の抽出を行い、総通局としてのサポートできる内容を説明。

 設置訓練も併せて実施することにより、自治体職員による放送手順の確認や、住民の方にラジオ
を聴取してもらい、災害時における臨時災害放送局の認知度向上を図ることも想定。

＜平時からの備えが重要＞

1 管内自治体を対象に臨時災害放送局に関するアンケート

調査を実施し、災害時における情報伝達手段として臨時災害
放送局の開設希望や、当局からの機器貸出し希望、送信点
検討のための調査希望などを把握する。
2 アンケートの結果をみて、「災害発生時に開局が想定され

る自治体」については、リスト作成の行い、役場屋上等を送信
点として臨時災害放送局として利用が想定される周波数、空
中線電力等のシミュレーションを行う。
3 災害が発生し自治体から貸し出しの要請があった場合に

備えて、機器貸出手続及び貸出体制（機器搬送方法を含む）
など規程等を整備する。
4 送信設備等の機能・性能を維持するよう、定期的な保守点
検及び習熟のため組立て訓練行う。
5 他管内での運用実績等のノウハウの共有化を図る。 指定避難場所等

76МHz～95ＭＨｚ
FM放送周波数帯

ラジオによる受信

訓練内容【例】
・臨時災害放送局の貸出し、開設のための模擬電話
・役場・市役所職員向けに組立て訓練の実施
・職員による放送の手順確認、あらかじめ収録（ICレコーダー活
用も可能）による放送

・受信状況の調査として、避難場所の管理者等によるラジオ受信、
住民の協力を得て調査を行うことも可能。
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3 防災・減災の推進
(3) 臨時災害放送局
放送機器の貸出し

円滑な臨時災害放送局の開設のための体制の構築

災害時に円滑に臨時災害放送局を開設するためには、平時から地域の関係者とともに、放送設備（機材等）や協力体制
の確保・確認、訓練等を行っておくことが有効です。

 臨時災害放送局を運用する「体制」（要員）として必要となるのは「放送担当」「技術担当」「情報担当」及び総括責任者です。自治体
職員のみで運用することは困難な場合があり、これまでの開設例では技能・経験を有する外部の者の協力を得て運用されています。

 放送局の免許を受けた市町村は、電波法・放送法等関係法令上の責任を負う立場にあるため、外部に運営を託す場合でも、放送
の実施状況、内容などを把握し、適切に放送局を運営・管理することが必要です。災害時の放送番組の編集方針（情報の取扱い
等）について、委託先とあらかじめ協議しておくことが必要です。

 運営経費は、基本的には免許主体である市町村が負担すべきものですが、コミュニティ放送事業者等外部に運営を委託する場合、
どのような費用負担とするかは両者の関係によって異なります。関係者であらかじめ協議等しておくことが必要です。

 放送局の運用に必要な「無線従事者」については上位の資格が必要ですが、自治体職員の中で確保することは困難であることが
多いため、放送事業者・CATV事業者等の事業者に、平時からあらかじめ確認・依頼をしておくことが重要です。

放送（編成）
責任者

情報担当者
（情報集約・整理、

原稿作成等）

放送担当者
（アナウンサー等
原稿を読む人）

技術担当者
（音響関係等）

無線従事者
（技術担当）

・ 電話、ＦＡＸ、インターネット
・ Ｌアラート

情報の収集・伝達

●放送の主体
（免許主体＝責任主体）

は市町村

⑤

④

①

②

③

・市町村の災害対策本部

・消防・警察／自衛隊

・ライフライン事業者

運用体制
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3 防災・減災の推進
(3) 臨時災害放送局
放送機器の貸出し

各県及び市町村が実施する防災訓練への参加

 四国総合通信局では、地方公共団体等が開催する防災訓練に参加し、臨時災害放送局の展示、
災害発生により機器の貸し出しから運用することまでを想定した開設訓練、実際に電波を発射した
デモンストレーションなどを実施しています。

 デモンストレーションでは、地元の放送事業者の協力により訓練の様子を生中継し、訓練会場や避
難所等に配置したＦＭラジオに向けて放送することがあります。

訓練会場スタジオ
（地元放送事業者の協力）

臨時災害放送局機器

（四国総合通信局）

訓練会場に設置した
アンテナ

四国総合通信局

訓練会場及びその周辺

訓練で開設された避難所等

災害対策本部

・臨時災害放送局
免許申請事務

・災害情報提供
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